
創刊号

経済学の杜

　茂木　喜久雄

特集「外部不経済」

1 万人の受講生の声を紡ぐ

経済学のカリスマ講師・茂木喜久雄のブログ「経済学の杜」に投稿された問題や解説をまとめ
られたものです。創刊号は 2016 年１月に投稿された分のうち、反響が大きかったものを紹介
していきます。



　ある企業の生産関数が、Y ＝Ｋ  L   （Ｙ：産出量、Ｋ：資本、Ｌ：
労働投入量）であり、資本価格（ｒ）が 10、賃金率（ｗ）が 12 であ
るとします。

　ここで、賃金率が 12 から 15 に変化した時に資本装備率（　）はど

れくらい変化しますか。

　１．0.5　　２．0.4　　　３．0.3　　　４．0.2　　　５．0.1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国家 1種　改題）

論点 コブ＝ダグラス型生産関数の解法テクニック

問題

L
K

4
1

4
3

4
1

4
3

Ｙ＝Ｋ  Ｌ   

　基本的にコブ = ダグラス型生産関数は肩の数字（指数）の合計を足し合わせると１に
なる性質を持っている場合、生産者の収入を資本家と労働者の取り分（分配の割合）と
して考えます。

生産関数

資本家

労働者

取り分は

4
3

4
1

取り分は

　企業の収入のうち資本家と労
働者との取り分を考えます。

企業の収入
資本家の費用
　ｒ・Ｋ

資本の
価格

資本の投
入量

1 個の価
格（Ｐ）

生産量（Ｙ）

4
1 ×ＰＹ

労働者の費用
　ｗ・Ｌ

労働の
価格

労働の投
入量

4
3 ×ＰＹ

以上から、連立方程式
ｒＫ＝　　ＰＹ

ｗＬ＝　　ＰＹ

4
1

4
3 を導出できます。

資本家の
取り分

労働者の
取り分

分配率

4
1

4
3

Ｙ＝Ｋ  Ｌ   

生産関数が、

の場合、

資本の分配率

4
1 ＝ ＰＹ

ｒＫ

労働の分配率

4
3 ＝ ＰＹ

ｗＬ

では、企業の収入とは？
企業の収入＝価格（P）×生産量（Y）

資本家の収入

労働者の収入

①取り分

②収入

③企業側から見ると「費用」

補足

になります。

手順－１　コブ＝ダグラス型生産関数を整理

手順－２　整理をして、1 本の式をつくる

ｒＫ＝　　ＰＹ4
1 ｗＬ＝　　ＰＹ4

3

4 ｒＫ＝ＰＹ ｗＬ＝ＰＹ3
4

同 じ Ｐ Ｙ な の で イ
コールで結べます。

4 ｒＫ＝ ｗＬ　より、3
4

３ｒＫ＝ｗＬ
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手順－３　数値を代入して、整理します。

３ｒＫ＝ｗＬ

問題文より、ｒ＝ 10、ｗ＝
12 を代入します。

３× 10 ×Ｋ＝ 12 Ｌ

Ｋ＝　Ｌ5
2

Ｋ＝　Ｌ
5
2

Ｌ
Ｋ ＝

問題文より、ｒ＝ 10、ｗ＝
15 を代入します。

３× 10 ×Ｋ＝ 15 Ｌ
30 Ｋ＝ 15 Ｌ

２
１

２
１

Ｌ
Ｋ ＝

手順－４　解答を出します

「どれくらい変化したのか」というのが問題なので、手順－３で求めた
数値を比較して解答を出します。

２
１

5
2－ 10

１＝

したがって、５が正解です。



論点 固定費用を求める

チャレンジ問題
　ある企業の可変費用曲線が、C ＝ X3 － 30X2 ＋ 310X（C：可変費用、X：生産量）
で示されます。この企業は完全競争市場で生産物を販売しています。市場における
生産物価格が 310 であるとき、この企業の利潤が０であるとした場合の固定費用
はいくらになりますか。
１．2500　　２．3000　　３．3500　　４．4000　　５．4500
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国家Ⅰ種　改題）

手順－１　限界費用を求めます

可変費用：VC ＝ X3 － 30X2 ＋ 310X　…①
　　　　　　　　　（問題文では「C」ですが、普段使い慣れている VC に合わせます。）

限界費用は、総費用と可変費用の接線の傾きは同じになることから、可変費用を微

分しても求めることが可能です。

MC ＝（X3 － 30X2 ＋ 310X）̓
　　＝ 1 × 3 × X3 － 1 － 30 ×２× X2 －１＋ 310 ×１× X1 －１

　　　＝ 3X2 － 60X ＋ 310　…②

手順－２　利潤最大の生産量を求めます

　価格が 310 と与えられているので、価格＝限界費用により利潤最大の生産量を
求めます。
　310 ＝ 3X2 － 60X ＋ 310 より、
　3X（X － 20）＝ 0　
　　　　　　　X ＝ 20　となります。

　何と何がイコールなのか整理させる問題です。

手順－３：「利潤が０」というヒント

　手順－２まで進んだ段階で何をどうしたら良いか悩むかもしれません。ヒ
ントは利潤が０と与えられているので、総収入と総費用が等しくなることに
突破口を見出します。

総収入＝価格×生産量＝ 310 × 20 ＝ 6200
可変費用＝（20）3 － 30 × 202 ＋ 310 × 20 ＝ 2200

利潤０より、
総収入＝総費用＝可変費用＋固定費用　なので、
6200 ＝ 2200 ＋固定費用
固定費用＝ 4000 が求められます。以上より４が正解です。
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論点 長期均衡・企業数を求める

　代表的な企業の費用曲線が次のように示されています。
　C ＝ x2 ＋ 25（C: 総費用、ｘ：生産量）
　また、市場全体における需要関数が次のように示されたとします。
　X ＝ 100 － P　　（P：価格）
　このとき、すべての企業の費用関数が同じであれば、この市場の長期
均衡における企業の数として妥当なものはどれですか（ただし、すべて
の企業はプライス・テイカ―とします）。
１．　10　　２．18　　3.　25　　４．32　　５．38
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地方上級　改題）

　「長期均衡における…」という一文を見落とさなければ、突破口は開け
ます。

　長期均衡に関する問題です。長期均衡では、超過利潤がある限り新規企業が参
入してきいます。損益分岐点価格が成立した段階で参入および退出が止まり、限
界費用＝平均費用の水準で均衡点が成立します。したがって、まず、問題文より、
限界費用（MC）＝平均費用（AC）＝価格（P）の方程式をつくっていきます。

手順－１　生産量を求めます

総費用：C ＝ x2 ＋ 25 より、
　限界費用（MC）
　＝（x2 ＋ 25）̓ ＝１× 2 ×ｘ 2 － 1 × 25 × 0 ×ｘ 0 － 1　　＝２ｘ　　

　平均費用（AC）＝
ｘ

x2 ＋ 25
ｘ

25＝ ｘ＋

ここで、長期均衡では MC ＝ AC が成立するので、

２ｘ
ｘ

25＝ ｘ＋

ｘを求めます。

ｘ
25 ＝ 0ｘ－

x2 － 25 ＝０

ｘ＝±５　（－ 5 は不適格なので、生産量は５）

（両辺にｘをかけ算します。）
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手順－２　価格を求めます

　企業の超過利潤は無くなりますが、利潤最大化行動を継続しているので、限界
費用（MC）＝価格（P）は成立します。限界費用にｘ＝５を代入して、価格を
求めます。
　価格（P）＝２×５＝ 10

手順－ 3　市場全体の需要量を求めます

　問題文には需要曲線も示されているので、ここに価格10を代入することによっ
て市場全体の需要量が求められます。需要量と供給量は一致するので、間接的に
市場全体の供給量を求められます。
　X ＝ 100 － P　に P ＝ 10 を代入して、
　X ＝ 100 － 10 ＝ 90、これが市場全体の需要量＝市場全体の生産量になります。

ちょっと
問題文では、大文
字の「X」が何を
示しているのか指
示がないですが、
市場全体の需要量
＝供給量になりま
す。
ｘ：個別企業の生産量

Ｘ：市場全体の生産量

手順－ 4　企業数を求めます

　ここで、再度、確認します。限界費用＝平均費用で求めた生産量（ｘ）はあく
までその企業 1 社における生産量です。しかし、需要曲線から求められる数量（Ｘ）
は市場全体のものになります。したがって、市場全体の数量から 1 社あたりの
数量を割り算すれば、企業数が求められます。

X ÷ｘ＝ 90 ÷ 5 ＝ 18（企業数）
　したがって、２が正解です。



論点 損益分岐点、操業停止点の把握

　文章だけで、企業の生産量がどの水準にあるのか判定させる問題です。

チャレンジ問題
　完全競争市場で生産物 1 単位あたりの価格が 250 円（一定）であり、また、この
市場に生産物を供給している企業の限界費用が 250 円、平均費用が 300 円、平均固
定費用が 80 円であったとします。この状況の下でこの企業はどのような行動をとる
ことになりますか。ただし、この企業の費用関数では、限界費用は逓増するものにな
ります。
１．利潤を極大にすべく、生産数量を増加させます。
２．利潤を極大にすべく、生産数量を減少させます。
３．損失が発生しているので、直ちに操業を停止します。
４．損失が発生しているので、損失を減少すべく、生産数量を増加させます。
５．損失が固定費用よりも小さいので、生産数量を変更せず、しばらく生産を続行し
ます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（地方上級　改題）

ちょっと
本書で学習された
受験生にとっては
基本部分ができて
いるので難問では
ないはずです。

手順－ 1　与えられている数値を整理します

①価格＝限界費用＝ 250 円：利潤最大化行動を行っています。
②平均費用＝ 300 円：損益分岐点よりも価格が下がっています。
③平均固定費用＝ 80 円、差額で平均可変費用＝ 220 円：現在の価格水準で
は可変費用が全額と固定費用の一部のみが回収できていることがわかります。

参考までに、グラフで状況を確認します。

復習
固定費が回収され
る限り生産を続行
します。

生産量

収入＜費用

生産量（Q）０

MC

AC

AVC

価格
（P）

MR

Q

250 E

平均可変費用

平均固定費用

取り出します

●

300

220

固定費用が回収されている限り、生産は続行させるので５が正解です。

固定費用の一部回収

ミクロ経済学



　チャレンジ問題 0000
　完全競争市場において、X 財の需要曲線がｐ＝ 10 －２ｘ、供給曲線がｐ＝６ｘ
で与えられています。ここで、ｐは X 財の価格、ｘは X 財の数量を表します。
　X 財の生産者に対して、財 1 単位あたり４の従量税が課せられたとき、課税後の
均衡における消費者と生産者の租税負担割合の組み合わせとして正しいのはどれで
すか。

2
１

2
１

3
2

3
１

4
１

4
3

5
2

5
3

5
3

5
2

消費者　　生産者

１

２

３

４

５
（国家Ⅱ種　改題）

論点 需要の価格弾力性と転嫁

手順－１　解答はすぐに見つかる

　問題が租税負担の割合なので、需要曲線の傾きの絶対値２と供給曲線の傾
きの絶対値６の比として１：３、選択肢の中で１：３になっているのは３の
選択肢なので、これで正解がすぐに見つけられます。
　一応、手順－２で確認のために計算していきましょう。

ｐ＝ 10 －２ｘ　　…需要曲線…(1)
ｐ＝６ｘ　　　　…課税前の供給曲線…(2)
ｐ＝６ｘ＋４　　…課税後の供給曲線…(3)

手順－２　方程式を求めます（確認のため）

　租税負担額の割合の問題は、瞬時に解答を見つけられることを確認します。

たった

これだけ！
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●

O X

P

●

●

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

(1),(2) の連立方程式から、

Ｅ点では、Ｐ＝　　Ｘ＝

(1),(3) の連立方程式から、

Ｃ点では、Ｐ＝　　　、Ｘ＝

D 点は、X ＝　　　を（２）に代入して、
Ｐ＝　　　、Ｘ＝

ｐ＝ 10 －２ｘ　

2
15

4
5

4
5

2
15

ｐ＝６ｘ＋４

ｐ＝６ｘ

4
3

2
17

4
3

2
17

4
3

4
3

2
9

2
9

消費者負担：

手順－３：　負担の状況を確認します。

ここでは簡便に面積ではなく高さの比のみで確認します。

2
15

2
17 － 2

2＝ ＝１

生産者負担： 2
9

2
15 － 2

6＝ ＝３

　消費者負担と生産者負担はそれぞれ 1：３となり、全体の税収をそれら
を足し算した合計の「４」とした場合、

消費者負担 4
1

生産者負担 4
3

となります。したがって、正解は３になります。

グラフ上の各点の数値を求めます。



論点 外部効果の正誤判定

　外部効果全体の説明文の中から正解が見つけられるか確認します。

チャレンジ問題
　外部効果に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 
１. コースの定理によれば、外部性が存在しても、取引費用がない場合には、
資源配分は損害賠償に関する法的制度によって変化することはなく、当事者間
の交渉により常に 効率的な資源配分が実現します。 
２. コースの定理は、外部性の問題は政府の介入なしでは解決し得ないことを
示すものであり、この定理に基づいた解決策は、利害関係のある当事者が多い
場合よりも少ない 場合の方がより有効であると考えられます。 
３ ．企業の生産活動に伴う環境汚染の問題は外部不経済の典型例ですが、企
業が多数存在し、それぞれの企業が異なる費用関数を持つ場合、資源配分の問
題を課税によって解決することはできても、補助金によって解決することはで
きません。
 ４ ．企業の生産活動に伴う環境汚染の問題は外部不経済の典型例であるが、
企業が多数存在し、それぞれの企業が異なる費用関数を持つ場合であっても、
政府が一律の排出基準を設定することにより企業全体の限界費用と社会的な限
界費用を一致させることが できます。
 ５ ．外部効果に対するピグー的政策とは、外部効果を発生させる企業に対し
て、政府が具体的な生産量を指導する政策であり、課税や補助金政策よりも効
率的に社会的に望ましい資源配分を達成すると考えられています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国税専門官　改題）

経済学の正誤判定問
題は、出題者の視点
に左右される場合が
あるので、どの選択
肢も少し疑問が残る
ような場合は確実な
正解を見つけるので
はなく、間違ってい
るものを消していく
消去法へ切り替えて
いきましょう。

１．○

ちょっと

　コースの定理は、外部不経済が発生している場合に政府の介入がなくても、当
事者間の自主的な交渉で解決できるというものです。

次のような交渉が考えられます。

生産者 住民

￥￥ ￥
　生産拡大による利潤の拡大時に
は、賠償金を支払ってでも、さら
に生産の増加をします。

賠償金

　住民の被害が大きくなっている場
合には、減産の補償金を支払ってで
も生産の減少の要求をします。

ケース－１

ケース－２

￥￥ ￥ 補償金

この交渉により望ましい生産量（最適な資
源配分）が実現できると主張されます。

賠償金・補償金の
契約について
 企業は効率的な
生産が出来ている
場合には賠償金契
約に臨むであろう
し、生産効率が悪
化している場合に
は補償金契約に応
じると考えられま
す。

補足

交  渉

特集「外部不経済」
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２．×　コースの定理では政府の介入を必要としません。
３．×　課税政策のみならず補助金政策でも効率的資源配分の達成が可能になり
ます。
４．×　「政府が一律の排出基準」という厳しい生産環境を与えれば公害を抑え
ることができると思われますが、各企業が異なった費用曲線を持つので「一律の
基準」では私的費用を社会的費用に一致させることができません。
５．ピグー的政策は、補助金と課税政策であって、生産量を指導するものではあ
りません。
　以上より、１が正解になります。



　チャレンジ問題
　ある財の市場で需要曲線と供給曲線が次のように表されています。
　Ｄ＝ 80 －Ｐ
　Ｓ＝２Ｐ　（Ｄ：需要量、Ｓ：供給量、Ｐ：価格）
で示されています。この財を生産する時に二酸化炭素が発生し、その関係が、
　Ｅ＝５Ｘ　（Ｅ：二酸化炭素の発生量、Ｘ：生産量）
で示されます。いま、二酸化炭素の発生を抑制するために、政府がこの財の生産
者に二酸化炭素の排出権を購入しなければならないという規制を設けたとしま
す。もし、政府が排出権を二酸化炭素１単位あたり価格１円で供給した場合の市
場の取引量はいくらになりますか。
　　１．50　　２．45　　3. 40　　４．35　　５．30
                                                                         　　　　　　　　　 （地方上級）

需要曲線：
　Ｄ＝ 80 －Ｐ

供給曲線：
Ｓ＝２Ｐ

P ＝－Ｄ＋ 80 P ＝       S　  「Ｐ＝～」の形に置き換えます

需給量をＸとおきます

　①需要曲線と供給曲線をＰ＝～の形に変えます。
　② D、S をＸで統一させます ( 需要量＝供給量になるので )。

手順－ 1

2
1

P ＝－ X ＋ 80 P ＝       X　  2
1

計算しやすい形にします。

手順－２ 排出権料を賦課させます。

二酸化炭素の排出権料はＥ＝５Ｘという、従量制なので、従量税と同じように考え
ましょう。
　「Ｅ＝５Ｘ」というのは、生産量Ｘに応じて、５の費用がかかると読み取れるので、
ＴＣ（総費用）＝５Ｘと同様に読むことができます。
Ｅ＝５Ｘ　（二酸化炭素の排出権料）

ＴＣ＝５Ｘ　（イメージ：総費用に加算される分として置き換えます）

( ＴＣ )́ ＝ＭＣ＝５　（微分します）
これは、排出権料が生産量１個につき５円かかるという意味なので、そもそも限界
費用曲線である供給曲線に追加させます。

排出権料なしの場合

P ＝       X　  2
1

排出権料ありの場合

P ＝       X ＋５　  2
1

論点 外部効果・排出権購入による取引量の変化

特集「外部不経済」
ミクロ経済学



●

O X

P

●

●

P ＝－ X ＋ 80
需要曲線

排出権料支払い前の供給曲線

排出権料支払い後の供給曲線

P ＝       X　  2
1

P ＝       X ＋５　  2
1

排出権料

5

50

30

手順－ 3 方程式を解く

需要曲線　

供給曲線　
より、

P ＝       X ＋５　  2
1

P ＝－ X ＋ 80

価格（Ｐ）＝　30

生産量（Ｘ）＝ 50

したがって、正解は１になります。

　排出権料支払い後の供給曲線を需要曲線とあわせて連立方程式をつくり、
生産量を求めます。



　　Ｘ財を生産する企業１とＹ財を生産する企業２が同一地域にあります。しか
し、企業１の生産活動は企業２に対し外部不経済を与えています。この両企業
が利潤を最大化するように行動する場合、両企業の生産量はそれぞれいくらに
なりますか。
　ただし、費用関数は以下のように与えられ、Ｘ財、Ｙ財の市場価格はそれぞ
れ 50、40 とします。
　企業１の総費用：　ＴＣ１＝２Ｘ２＋１０
　企業２の総費用：　ＴＣ２＝Ｙ２＋２ＸＹ＋１０
　　　　　企業１　　　　企業２
１．　　　５　　　　　　１５
２．　　　１０　　　　　５
３．　　　１５　　　　　１０
４．　　　２０　　　　　２５
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             （地方上級　　改題）

2 企業の合計利潤が最大になるような生産量の決定のパターン

①利潤の合計を式で表わします ②それぞれの生産量で微分してゼロと
置きます

企業１
企業１の財価格：ＰＸ

企業１の生産量：Ｘ
企業１の費用：ＴＣ１

手順－１ 企業１の利潤を式にします。

企業１の利潤の式にあてはめます。
利潤　＝　総収入　－　　総費用

ＰＸ×Ｘ ＴＣ１π 1

π 1 ＝ 50 Ｘ－（２Ｘ２＋１０）
企業２の利潤を式にします。

企業 2
企業 2 の財価格：ＰＹ

企 業 2 の 生 産 量： Ｙ
企業 2 の費用：ＴＣ 2

企業 2 の利潤の式にあてはめます。
利潤　＝　総収入　－　　総費用

ＰＹ×Ｙ ＴＣ 2π 2

π 2 ＝ 40 Ｙ－（Ｙ２＋２ＸＹ＋１０）

論点 外部効果・一方が他社に外部性を与えているケース

チャレンジ問題

　２つの企業があって、一方の企業が外部性を与えている場合の２社の利潤最大の生
産量を求めるパターンです。このパターンもやり方を覚えておくべきでしょう。

最近は、「利潤
最大の～」とい
う言葉が無い場
合も出題されま
す。その場合で
も利潤最大とし
て計算しましょ
う。

ちょっと

手順－２

特集「外部不経済」

ミクロ経済学



手順－ 3 利潤の合計を求めます。

π＝π 1 ＋π 2 ＝ 50 Ｘ＋ 40 Ｙ－（２Ｘ２＋Ｙ２＋２ＸＹ＋ 20）
利潤の合計

手順－４ それぞれの生産量で微分してゼロとおきます。

　利潤の大きさが生産量に依存しているので、生産量で微分し利潤最大
なので、ゼロとおきます。

＝ 50 Ｘ＋ 40 Ｙ－２Ｘ２－Ｙ２－２ＸＹ－ 20

（π）̓ ＝ 50 ×１×Ｘ 1 ー１＋ 40 Ｙ× 0 ×Ｘ 0 ー１－２×２×Ｘ２－１－Ｙ２× 0 ×Ｘ 0 ー１－２× 1 ×Ｘ 1 ー１Ｙ＋ 20 × 0 ×Ｘ 0 ー１

利潤の合計をＸで微分します。

＝ 50 －４Ｘ－２Ｙ
となりゼロとおきます

50 －４Ｘ－２Ｙ＝０…①

（π）̓ ＝ 50 Ｘ× 0 ×Ｙ 0 ー１＋ 40 × 1 ×Ｙ 1 ー１－２Ｘ２× 0 ×Ｙ 0 ー１－２×１×Ｙ２ー１－２× 1 ×ＸＹ 1 ー１＋ 20 × 0 ×Ｙ 0 ー１

次に、利潤の合計をＹで微分します。

＝ 40 － 2 Ｙ－２Ｘ

40 － 2 Ｙ－２Ｘ＝０…②

50 －４Ｘ－２Ｙ＝０…①
40 － 2 Ｙ－２Ｘ＝０…②

連立方程式を解く

プロセス－４で導出した①、②で連立方程式をつくり解答します。

これを解くと、Ｘ＝５、Ｙ＝ 15 となり、１が正解です。

（他の記号Ｙは数値と同じに扱います）

（他の記号Ｘは数値と同じに扱います）

π＝ 50 Ｘ＋ 40 Ｙ－２Ｘ２－Ｙ２－２ＸＹ－ 20

●

最大値は、傾き
はゼロ（微分し

てゼロ）

π＝ 50 Ｘ＋ 40 Ｙ－２Ｘ２－Ｙ２－２ＸＹ－ 20

となりゼロとおきます

手順－ 5 難関試験では、全く
見たことも聞いたこ
ともない計算問題が
出題されることもあ
ります。
その場合、本問のよ
うに、全部ぶち込ん
で、とにかく微分し
てゼロとおき、方程
式を解くと正解が出
る場合があるので、
諦めないでね！

非常識アドバイス



　　Ｘ財を生産する企業１とＹ財を生産する企業２が同一地域にあります。しか
し、企業１の生産活動は企業２に対し外部不経済を与えています。政府が企業
１に対してＸ財の生産量１単位につき 30 だけ課税すると、両企業の生産量は
それぞれいくらになりますか。ただし、費用関数は以下のように与えられ、Ｘ
財、Ｙ財の市場価格はそれぞれ 70、140 とします。
　企業１の総費用：　ＴＣ１＝Ｘ２

　企業２の総費用：　ＴＣ２＝ 2 Ｙ２＋ＸＹ

　　　　　企業１　　　　企業２
１．　　　20　　　　　　20
２．　　　20　　　　　   30
３．　　　20　　　　  　 40
４．　　　30　　　　　   20
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             （地方上級　　改題）

政府介入後の各企業の利潤が最大になるような生産量の決定のパターン

①各企業の利潤を式で表
わします

②生産量で微分してゼロと置き
ます

企業１
企業１の財価格：ＰＸ

企業１の生産量：Ｘ
企業１の費用：ＴＣ１

手順－１ 企業１の利潤を式にします。

企業１の利潤の式にあてはめます。
利潤　＝　総収入　－　　総費用

ＰＸ×Ｘ ＴＣ１π 1

π 1 ＝　70 Ｘ　－（Ｘ２＋ 30 Ｘ）

論点 外部効果・一方が他社に外部性を与え、政府介入後のケース

チャレンジ問題

2 つの企業の利潤式
を 1 本 に し て 微 分
の式をゼロとして計
算しても、きれいな
数字で答えがでませ
ん。しかし、各社ご
との利潤式ならきれ
いな数字で求められ
ます。その判断に使
われる時間はわずか
数 十 秒 に 過 ぎ ま せ
ん。このあたりを本
試験会場で機転を利
かせて計算できるこ
とこそが合格者に求
められるのです。

非常識アドバイス

　政府が企業１に対してＸ財の生産量１単位につき30だけ課税するので、
ＴＣ１に 30 Ｘを加算させます。

π 1 ＝　－Ｘ２＋ 40 Ｘ

この利潤式を微分してゼロとおき、計算します。
（π 1）̓ ＝－ 2 Ｘ＋ 40 ＝０

Ｘ＝ 20、として先に企業１の生産量を求めてしまいます。

特集「外部不経済」
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企業２の利潤を式にします。
企業 2
企業 2 の財価格：ＰＹ

企 業 2 の 生 産 量： Ｙ
企業 2 の費用：ＴＣ 2

企業 2 の利潤の式にあてはめます。
利潤　＝　総収入　－　　総費用

ＰＹ×Ｙ ＴＣ 2π 2

π 2 ＝ 140 Ｙ－（2 Ｙ２＋ＸＹ）

手順－２

●

最大値は、傾き
はゼロ（微分し

てゼロ）

π 2 ＝ 140 Ｙ－ 2 Ｙ２－ＸＹ
この利潤式を微分してゼロとおきます。
（π 2）̓ ＝ 140 －４Ｙ－Ｘ

140 －４Ｙ－Ｘ＝０として企業１の生産量Ｘ＝ 20 をあては
めます。
140 －４Ｙ－ 20 ＝０より、４Ｙ＝ 120、Ｙ＝ 30 を求めます。

Ｘ＝ 20、Ｙ＝ 30 より、正解は２になります。



論点 輸入量の推定

　国際価格が国内価格よりも低い場合、国際価格において供給量と需要量の差だけ
輸入します。この単純な考え方が計算で応用できるかどうか確認します。

　A 国の財 X の需要曲線と供給曲線がそれぞれ次のように与えられています。
　DA ＝ 200 －２PA

　SA ＝２PA － 40
また、B 国の財 X の需要曲線と供給曲線がそれぞれ次のように与えられていま
す。
　DB ＝ 190 － PB

　SB ＝５ PB － 10
　ここで、DA、SA、PA はそれぞれ A 国の財 X の需要量、供給量、価格を表し、
DB、SB、PB はそれぞれ B 国の財 X の需要量、供給量、価格を表す。両国の間で
自由貿易が行われるときの国際価格はいくらになりますか。なお輸送費などは無
視し得るものとします。
　　１．３２　　２．３６　　３．４０　　４．４４　　５．４８
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国家Ⅱ種　改題）

チャレンジ問題

ミクロ経済学



価格

O 需給量
需要曲線

供給曲線

●

国内価格

輸入量

需給量の差

B 国
190

● ●

価格

O 需給量

需要曲線

供給曲線

●

国内価格
需給量の差

100
A 国

2

● ●

輸出量

20

　2 通り解答の解法があると思われます。
解法－ 1
　自由貿易行われた場合、両国の価格が一致（P ＝ PA ＝ PB）し、需給量
も一致します。
　①両国の需給量
　全体 D ＝ DA ＋ DB ＝ 200 －２P ＋ 190 － P ＝ 390 －３P
　全体 S ＝ SA ＋ SB ＝２P － 40 ＋５ P － 10 ＝ 7P － 50
　② D ＝ S より、
　390 －３P ＝ 7P － 50
　10P ＝ 440
　P＝ 44　　

以上より、４が正解です。

解法－２
　A 国の輸出量と B 国の輸入量が一致するという考え方です。

A 国の輸出量：SA － DA ＝（２PA － 40）－（200 －２PA）＝４PA － 240
B 国の輸入量：DB － SB ＝（190 － PB）－（５ PB － 10）＝－ 6 PB ＋ 200
自由貿易行われた場合、両国の価格が一致（P ＝ PA ＝ PB）し、需給量も一
致するので、D ＝ S の方程式ができます。
４P － 240 ＝－ 6 P ＋ 200
　　　10P ＝ 440
　　　　　P ＝ 44
以上より、４が正解です。

ちょっと
　どちらが輸出サ
イドなのか輸入サ
イドがわからなく
ても、それぞれの
需給の差から計算
が 行 わ れ て い れ
ば、計算上は一致
します。


